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担当：柳瀬　昇
第4回　立法過程論の基礎（2）

1. 国会の内外における議員補佐機関
· 議院法制局（衆議院法制局・参議院法制局）

各議院の議員の活動を法制面から補佐する。参議院法制局の場合、法律案及び修正案の立案の補佐、法律問題の照会への対応などを行っている。
· 委員会調査室（衆議院調査局調査室・参議院調査室）

各議院の議員の活動を審議内容の面から補佐する。参議院調査室の場合、基礎的資料の提供、法律案の審査等に資するための調査及び資料の作成、法律案の発議に資するための資料作成、国政調査に資するための資料作成、各種報告書の作成、資料集等の作成を行っている。

· 国立国会図書館（国立国会図書館調査及び立法考査局）

議員の活動を調査・研究面から補佐する。調査及び立法考査局は、法律案等の分析・評価を通じた両議院の委員会の補佐、資料の収集・分析と、両議院・委員会・議員への役立つ資料の提供、立法の準備としての両議院・委員会・議員に対する議案起草の奉仕の提供、国会奉仕に支障のない限りでの行政・司法各部門や一般公衆への一定の奉仕を行っている。
· 議員秘書（第一秘書・第二秘書・政策担当秘書）

第一秘書及び第二秘書は、議員の職務の遂行を補佐する（国会法132条1項）。政策担当秘書は、議員の政策立案及び立法活動を補佐する（2項）。議員によっては、公費による秘書のほかに、私費での秘書を雇用することもある。
· 各省庁等
· 政党（政策審議会）
· 各種利益団体（業界団体・NPOなど）

2. 議員立法の実態

· 議員提出法律案は、提出者によって分類すると、（1）常任委員会・特別委員会の委員長によるものと、（2）与党議員によるものと、（3）超党派の議員連盟の所属議員などによるもの、（4）野党議員によるものの4つがある。（1）は、実質的な審議がなされないが必ず成立し、（2）及び（3）は、審議され成立することがあり、（4）は、審議されないか、審議されたとしてもほとんど成立しない。

· 与党の政策は、内閣提出法律案によって実現されるのが一般的であり、また、与党が提出する法律案であれば、成立する可能性が高い一方、野党議員提出法律案は、成立することはほどんどない。野党提出法律案の意味については、政党の政策を明確に示し国民等に対して情報を提供することにより、政府の政策を先導したり、内閣提出法律案の対案として出される場合には、争点を明示する機能があるなどと、積極的に評価しうる余地がある。
橘（2000）による分類に基づく中島（2004）による分類
	類型
	内容（分野）的傾向

	ia 国会自律型

提出者は、通常、議院運営委員長
	①国会、政党関係の法案

	ib 政策実現型

提出者は、与党議員、与野党の有志議員、委員会（超党派）の場合に分かれるが、委員会提出の場合は概ね成立する
	利益団体型
	②地域振興関係の法案

③業法・士法関係の法案

	
	問題即応型
	④災害対策関係の法案

	
	議員道義型
	⑤道徳観、倫理観、国民的基盤を有する法案

	ic 政策表明型

提出者は、主として野党議員


	先取型
	⑥政策の先進性をアピールすることを目的とした法案

	
	対案型
	⑦内閣提出法律案への対抗案である法案

	id 特殊事情型

提出者は、主として与党議員
	⑧政府から提出しにくい法案


（中島（2004）210頁より一部改変）
3. 議員立法が低迷する要因
· かつては議員は1人でも議案を発議できることとされていたが、財政的裏づけのない「おみやげ立法」を自粛すべきだという議論が起こり、昭和30年の国会法改正により、議案の発議要件が設けられた（国会法56条1項）。これにより、所属議員の少ない政党は、単独で法律案を提出することが困難になっている。

· 政策立案に必要な情報の多くを各省庁等がもっていることや、国会や政党のスタッフが、諸外国のそれに比べて十分ではないことが、議員立法が低迷する要因であると指摘されることが多い。

· 会派に所属する議員が法律案を提出する際には、所属会派の承認（機関承認）がなければ受理されない慣例となっていることも、議員立法の障壁の1つであると指摘されている。
4. 議員立法の活性化の視点

· 国会の組織や権限に関する事項、国民的基盤をもって制定されることが望ましい事項、個人の倫理観や道徳観に関わるような事項については、法律の立案段階から国民の意思を代弁しうる国会議員が主体性を発揮すべきである。利益の対立が先鋭的な事項や国政の基本的な方向性などについても、立法化に当たっては、国会議員が中心となって行われるべきである。
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· 配布した新聞記事や、読売新聞コラム「法律物語」（2002年1月14日、21日、28日、2月4日、11日、18日、25日、3月4日、7月1日、22日、29日、8月5日）などを読んだうえで、国会の審議のあり方について自由に論ぜよ。
A4で、1～2枚程度でまとめ、次週の授業時間に提出する。
第6回「わが国の法制度の諸相」について（予告）（再掲）
第6回（5月15日）では、ワーキンググループに対して、受講者が関心をもっている具体的な政策分野について、立法の現状と課題を調査し、概括的に説明することを求める。グループごとに、簡潔なレジュメと参考資料を提出されたい。
· ワーキンググループの人数は、1人以上4人以下であれば自由とする。

· 授業時間中の発表そのものは任意であり、発表しないグループを不利に扱うことはない。

· グループごとに、レジュメ（A4で2枚とする）と参考資料（枚数は問わない）を提出する。それぞれに、グループの構成員の指名・学籍・ログイン名を記載しなければならない。なお、発表そのものは任意であるが、レジュメと参考資料の提出は全グループに求める。
· 研究内容とグループの構成については（授業時間内での発表を希望する学生は、その旨も）、5月8日提出の第4回の課題に記載されたい。

· 発表するグループの代表者は、5月14日15時までに、レジュメの原稿（A4で2枚に限る）を指定されたメールアドレス宛てに添付して送信する（ファイル形式は、PDF文書またはWord文書とする）。

· 発表の有無にかかわらず、各グループの代表者は、レジュメ1部と参考資料1冊を、当日に提出する。

· 授業時間中の発表は、各グループそれぞれ10分以内とする。

· 発表に対して、他の受講者や授業担当者がコメントする。

· 第11回にも調査報告・発表を求めるが、その際の課題は、「受講者の関心をもった政策分野についての具体的な政策提言」である。ワーキンググループや取り組む政策課題は、第6回と第11回とで変更してもよい（また、同様に、最終レポートの内容とも一致させる必要はない）。

立法政策論　第4回課題提出用紙
	学籍番号
	

	

	学籍
	

	

	氏名
	

	

	電子メールアドレス
	


5

